
指名制トライアル事業のレビュー

１．トライアル事業の目的

○ 「指名制」と「輪番制」の両立

・指名に関するユーザーのニーズに応えつつ、非指名船にも支障な
く水先業務を提供できることを検証。

・指名制が有効に機能し、料金を含む事前指名契約交渉が進めや
すくなる環境を整備。

※ 応召義務を果たしつつ、水先業務の引受手段として「輪番制」と
「指名制」を両立させることにより、当事者間の交渉による割引料
金の設定等、水先料金制度改正（上限認可・届出制）の効果が発
揮されるよう改善を図る。

２．実施経過

○ 水先小委員会報告（平成21年6月25日）を受け、東京湾、伊勢三河湾、大阪湾、内海の４水先区において
平成21年7月以降、順次開始。

（第１段階）
・特定の船種・バース等において実施し、指名制の導入による非指名船への水先業務提供への影響等を検証。
→ 特段の問題は生じなかったことから、順次、第2段階へステップアップ。

実施期間： 【東京湾 H21年7月~9月】 【伊勢三河湾 H21年8月~9月】 【大阪湾 H21年10月～11月】 【内海 H21年11月~12月】

（第2段階）
・非指名船への業務提供に支障を生じないよう、第1段階の対象船舶から開始し、順次拡大する方針で実施。
・参画水先人から事前指名契約締結船舶を対象とする割引料金の届出が行われ、実質的に指名制を機能させる段階。

（平成21年5月25日第3回水先小委員会資料）
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（第2段階の進展（対象範囲の拡大））

・平成22年2月4日の第6回水先小委員会において、ユーザーから
の要望を受け、日本水先人会連合会が事業の目標及び拡大計
画を設定。

・トライアル事業の目標
1万総トン以上の水先対象船舶の約30％まで拡大し、平成22年
度上半期まで継続することで合意。

実施期間： 【東京湾 H21年12月~ 】 【伊勢三河湾 H21年12月~ 】
【大阪湾 H22年2月~ 】 【内海 H22年4月~ 】
※実施期間は、4水先区ともH22年9月30日まで

３．実施結果

(1) 実施目標の達成
４水先区において、最終的には１万総トン以上の水先対象
船舶の約30％まで対象範囲を拡大して実施。
（488名（約9割）の水先人が参画して指名業務を実施。）

(2)指名制と輪番制の両立
グループ指名の方法により、指名に応えつつ、非指名船の水先
業務も支障なく対応できることを実証。

(3)料金が自動認可公示額に張り付いた状態を解消
水先人が自動認可公示額を下回る独自の水先料金（割引料金）
を設定。（総トン数10万トンの船舶の場合、13~15%の割引料金）

(4)その他
当初、商慣習の違い等から対応が遅れた外国船舶（船社）につ
いても、きめ細かな周知等により指名契約が進み、国内外の船社
に差別なく対応。
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５．留意事項

ユーザーからは、トライアル事業が終了することにより、指名制の運用が後退するのではないかと言った懸念や、
より個人指名に近い形での指名対応を期待する意見があるが、9月末以降も指名契約が更新され引き続き指名制

が実施されていることに加え、関門水先区及び鹿島水先区で指名制を実施する動きが進むなど、指名制の導入が
拡大する方向にあり、また、指名方法についても、水先人側から、今後、ユーザーの意見を聞きつつ、真剣に対応す
る意向が示されている。

６．まとめ（今後に向けて）

トライアル事業については、4水先区における水先対象船舶の拡大目標が達成され、指名業務に優先的に対応し
つつ輪番制による非指名船への対応が実態上可能であることが検証されるとともに、割引料金の届出が行われ、現
行の新料金制度の下で、当事者間の交渉により料金設定がなされる環境が整備されつつある。よって、実施の過程
で、ユーザーから寄せられたニーズはあるものの、トライアル事業は当初の目的を達成したと考えられる。

今後は、トライアル事業の成果を踏まえ、個々のユーザーと水先人が主体となり、指名制の健全な運用を図って

いくべきであるが、指名制の本格運用による適切な市場環境の一層の整備に向け、水先人側とユーザー側でフォ
ローアップを行うなど、引き続き、関係者の真剣な努力が不可欠であり、当小委員会もその動向を注視していくことと
する。

４．指名契約による料金の動向

トライアル事業においては、参画水先人から指名契約による割引料金の届出が行われ、割引された料金による水先
業務が行われた。
指名契約割引の影響を各水先区における一定の航路及び船種・船型により比較すると以下のとおり。

上限認可額 指名契約料金 （割引率）
・東京湾（東京湾口~大井コンテナ埠頭） 509,313円 439,925円 （13.6%）
・伊勢三河湾（伊勢湾口~鍋田コンテナ埠頭） 626,453円 540,719円 （13.7%）
・大阪湾（大阪湾口~ポートアイランド） 540,513円 467,451円 （13.5%）
・内海（和田岬沖~水島港） 839,193円 711,989円 （15.2%）

（総トン数10万トンのコンテナ船、きっ水9.6m、昼間の場合）
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・トライアル対象船舶を、1万GT超船舶の約30％とした目標を、4水先区とも達成。
・指名応召船舶（指名契約を締結し、割引料金で業務を実施した船舶）数も、着実に増加。

実施結果（詳細データ）

（指名業務実績（応召実績））（トライアル対象船舶（最終段階））

東京湾

水先対象船舶（１万GT超）隻数 4,049

トライアル対象船舶隻数 1,165

割合 29%

伊勢三河湾

水先対象船舶（１万GT超）隻数 2,243

トライアル対象船舶隻数 728

割合 33%

大阪湾

水先対象船舶（１万GT超）隻数 2,136

トライアル対象船舶隻数 685

割合 32%

内海

水先対象船舶（１万GT超）隻数 2,027

トライアル対象船舶隻数 673

割合 33%
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別 紙

交通政策審議会海事分科会船員部会水先小委員会 委員名簿

第７回水先小委員会開催時

平成22年12月1日現在

（敬称略、五十音順）

池 田 秀 男 全日本海員組合

伊 原 厚 司 （独）海技教育機構理事

○ 圓 川 隆 夫 東京工業大学大学院教授

笠 治 雄 日本水先人会連合会副会長

○ 河 野 真理子 早稲田大学法学部教授

◎ 杉 山 雅 洋 早稲田大学大学院商学学術院教授

塚 脇 義 明 日本水先人会連合会水先業務研究委員会委員長

中 澤 政 光 全日本海員組合

中 村 祐 三 （財）海技振興センター常務理事

西 村 充 弘 日本タンカー（株）取締役安全推進本部事務局長

根 本 勝 則 （社）日本経済団体連合会産業政策本部長

平 塚 惣 一 （社）日本船主協会港湾関連業務専門委員会副委員長

前 田 耕 一 外国船舶協会専務理事

萬 治 隆 生 （社）日本船主協会港湾関連業務専門委員会副委員長

◎は委員長、○は委員長代理


